様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日 2024年3月12日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）かぶしきがいしゃおーぷんあっぷぐるーぷ
一般事業主の氏名又は名称　株式会社オープンアップグループ  
（ふりがな）さとう だいお
（法人の場合）代表者の氏名　代表取締役社長兼COO　佐藤 大央　印   
住所　〒105-0021 東京都港区東新橋2-14-1 NBFコモディオ汐留
法人番号　5010401078571　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 中期経営計画
2 DXへの取り組み

	公表日
	1 2021年8月6日
2 2021年12月1日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページにて公表。
1 ホーム > IR情報 > 中期経営計画
https://www.openupgroup.co.jp/ir/midterm-plan/
中期経営計画（BY25）
https://www.openupgroup.co.jp/_assets/pdf/ir/midterm-plan/midterm-management-plan-by25.pdf
2 ホーム > DXへの取り組み
当社グループのDX推進に対する考え方
https://www.openupgroup.co.jp/dx/

	記載内容抜粋
	当社グループを取り巻く環境として、新型コロナウイルスにより働き方(ワークスタイル)と働く場（ワークプレイス）など就業環境に大きな変化がありました。そのような中、経営統合を機に新しいチャレンジに取り組み、更に成長スピードを加速するべく高い経営目標を設定、その実現のため、デジタル技術を活用した改革に取り組んでおります(資料②)。

· 企業経営の方向性
経営統合を経た姿として、技術者派遣業界におけるNo.1を目指すことを掲げ、各セグメント/領域ごとの戦略を策定して公表しております(資料① p9, p13)

· 情報処理技術の活用の方向性
中期経営計画として「事業の効率化・高度化・高速化を実現するためのデータ活用手法の確立」を方向性として公表しております（資料① p20）。また、コーポレートサイトにてグループ全体のDXに対する取り組みの方針や実行体制について公表しております（資料②）

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	1 取締役会の承認後に開示
2 代表取締役社長兼COOの承認後に開示



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 中期経営計画
2 統合レポート
3 DXへの取り組み
4 （プレスリリース）立命館大学と「エンジニアのキャリア形成支援制度」構築の共同研究を開始
5 （プレスリリース）オープンアップグループ、生成AIを業務改善に活用する研修を実施

	公表日
	1 2021年8月6日
2 2023年12月27日
3 2021年12月1日
4 2023年11月8日
5 2023年7月4日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページにて公表。
1 ホーム > IR情報 > 中期経営計画
https://www.openupgroup.co.jp/ir/midterm-plan/
中期経営計画（BY25）
https://www.openupgroup.co.jp/_assets/pdf/ir/midterm-plan/midterm-management-plan-by25.pdf
2 ホーム > IR情報 > 統合レポート
https://www.openupgroup.co.jp/ir/integrated-report/
統合レポート2023
https://www.openupgroup.co.jp/_assets/pdf/sustainability/OPG_IR2023_J_1222.pdf
3 ホーム > DXへの取り組み
https://www.openupgroup.co.jp/dx/
4 ホーム > ニュース > プレスリリース
オープンアップグループ、生成AIを業務改善に活用する研修を実施
https://www.openupgroup.co.jp/news/2023/11/ai.html
https://www.openupgroup.co.jp/news/assets/a53339c5ae0dc6b1b69eaceebeb077e8e2daa2a8.pdf
5 ホーム > ニュース > プレスリリース
立命館大学と「エンジニアのキャリア形成支援制度」構築の共同研究を開始
https://www.openupgroup.co.jp/news/2023/07/post-42.html

	記載内容抜粋
	· 企業経営の具体的な方策
当社グループには、企業のニーズに合った人材を採用・育成・派遣するだけでなく、中長期的な人材戦略に照らしてどのような人材が求められているかを把握し、顧客企業の課題解決に貢献する能力が必要であると考えております。そして、その能力向上の為に、働く人や顧客企業に対するコンサルティング力を高めていく必要があり、グループ全体で保有する業界や技術トレンドに関するナレッジを体系化・共有化することを計画しております（資料② p4 第3パラグラフ「『選ばれる会社』であるための経営資本の強化」）。

· 情報処理技術の具体的な方策
上述のコンサルティング力向上のために、業界に通じたベテラン社員の知識や経験に頼らなくても、社内のデータベースからナレッジを引き出せる仕組みを構築することを考えております。技術社員（派遣社員）が持つ経験や資格、今後のキャリアプランとそれらのデータベースを組み合わせて、顧客企業、技術社員双方にとって合致度の高いマッチングを実施します。また、業務のデジタル化・自動化によって、誰もができる業務にかかる時間を縮小し、営業・採用・企画・管理部門の社員がより難しい仕事に挑戦して自らの能力を発揮できるようにすることで、生産性の向上を図ります（資料② p4 第3パラグラフ「『選ばれる会社』であるための経営資本の強化」）。

· DX中期施策
経営統合後の業務の効率化・高度化・高速化を実現するためのデータ活用手法を確立すべく、持株会社のDX推進部門が中心となりグループ横断のデータ活用基盤の構築を進めております。これにより、データにもとづいた定量的な経営判断を支援、将来的には派遣社員の退職率を低減させることによる利益向上を見込んでおります（資料① p20「全社横断的な施策の戦略」）。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	①及び② 取締役会の承認後に開示
③④及び⑤ 代表取締役社長 兼 COOの承認後に開示



1  戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	当社ホームページにて公表。
1 ホーム > DXへの取り組み
DX戦略の推進体制
https://www.openupgroup.co.jp/dx/
2 ホーム > ニュース > プレスリリース
オープンアップグループ、生成AIを業務改善に活用する研修を実施
https://www.openupgroup.co.jp/news/2023/11/ai.html
https://www.openupgroup.co.jp/news/assets/a53339c5ae0dc6b1b69eaceebeb077e8e2daa2a8.pdf
3 ホーム > ニュース > プレスリリース
立命館大学と「エンジニアのキャリア形成支援制度」構築の共同研究を開始
https://www.openupgroup.co.jp/news/2023/07/post-42.html

	記載内容抜粋
	· DX戦略の推進体制について
持株会社にグループ全体のDX推進を統括する部門であるDX企画部を設置、全体最適化、投資最適化に配慮しながらグループ全体のDX推進の旗振りをおこなっております。DX企画部のメンバーは主要な事業会社（子会社）の情報処理システム責任者を兼務しており、各事業のDX推進に責任をもちつつ、持株会社のIT担当として横連携を図り、効率的なDX推進と経営方針の転換に対応できる体制としております（資料① DX戦略の推進体制）。

· 人材の確保・育成について
人材育成策の一環として、グループ会社の株式会社SAMURAIが提供するIT教育サービスを活用しています。この取り組みでは、DX部門の社員に限らず、全社員がAIを業務に積極的に取り入れることを目指しています（資料②）。

· 外部組織との連携について
2023年7月、エンジニアの需要や労働者の主体的なキャリア形成という社会的課題の解決に貢献するべく、立命館大学大学院テクノロジー・マネジメント研究科と共同で「エンジニアのキャリア形成支援制度」の構築に着手（資料③）。



2  最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	· ホーム > DXへの取り組み
ITシステム・デジタル技術活用環境の整備に関する方策
https://www.openupgroup.co.jp/dx/

	記載内容抜粋
	持株会社のDX企画部にて当社グループの情報システム部門の予算を取りまとめ、経営統合でのスケールメリットを活かすべく、勤怠・給与・請求・契約など共通的な業務プロセスを支えるプラットフォームの共通化を推進しております。また、当社グループの情報システム内、又は容易に収集蓄積可能なデータを分析するための基盤の構築を推進しております。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 中期経営計画
2 統合レポート
3 非財務情報

	公表日
	1 2021年8月6日
2 2023年12月27日
3 2024年2月9日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社ホームページにて公表。
1 ホーム > IR情報 > 中期経営計画
https://www.openupgroup.co.jp/ir/midterm-plan/
中期経営計画（BY25）
https://www.openupgroup.co.jp/_assets/pdf/ir/midterm-plan/midterm-management-plan-by25.pdf
2 ホーム > IR情報 > 統合レポート
https://www.openupgroup.co.jp/ir/integrated-report/
統合レポート2023
https://www.openupgroup.co.jp/_assets/pdf/sustainability/OPG_IR2023_J_1222.pdf
3 ホーム > サステナビリティ > 非財務情報
https://www.openupgroup.co.jp/sustainability/non-financial/

	記載内容抜粋
	DX戦略の達成によって当社グループの収益力が向上するものと考えているため、中期経営計画に掲げた目標値（売上:2,500億円、EBITDA:250億円、国内就業者数:3万人）を達成度を測る指標としております（資料① p10）。
また、非財務目標として「オープンアップ・パーパス・インデックス（幸せ指数）」を定義し、この進捗と業容の拡大を共に実現することが持続的な企業価値の向上へつながると考えております（資料② p25、資料③）。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1 統合レポート：2023年12月27日
2 四半期決算説明資料：2024年2月9日
3 PORTERS MAGAZINE Web：2024年1月18日

	発信方法
	当社ホームページ、外部媒体にて公表。
1 ホーム > IR情報 > 統合レポート
https://www.openupgroup.co.jp/_assets/pdf/sustainability/OPG_IR2023_J_1222.pdf
2 ホーム > IR情報 > 説明会資料
四半期決算説明資料
https://ssl4.eir-parts.net/doc/2154/ir_material_for_fiscal_ym26/150011/00.pdf
3 PORTERS MAGAZINE Web（外部媒体）
https://hrbc.porters.jp/magazine/special_detail/id=959

	発信内容
	1 代表取締役会長兼CEOの西田 穣より、戦略の進捗を測る指標「オープンアップ・パーパス・インデックス（幸せ指数）」と、戦略の方向性について発信しております（進捗を測る指標：資料① p4 第1パラグラフ 「パーパスの浸透に向けた体験の重視」／戦略の方向性：資料① p4 第3パラグラフ「『選ばれる会社』であるための経営資本の強化」）
2 （本件はCFOによる経営者発信の補足となります）
取締役CFOの佐藤 博より、四半期ごとの決算説明会において、「オープンアップ・パーパス・インデックス（幸せ指数）」の進捗を発信しております（資料② p28）
3 （本件はDX推進責任者による経営者発信の補足となります）
DX推進担当執行役員 加藤 昭仁が、「イノベーションのためのDX戦略」というテーマで、DX推進における課題や取組方針について情報発信しております（資料③）



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2024年1月8日～2024年1月26日

	実施内容
	DX推進指標による自己診断を実施し、診断結果をDX推進ポータルから提出いたしました。また、上述の実施時期に限らず、DX推進担当執行役員が定期的に事業会社の情報処理システム責任者との定例会議および1on1等において課題を把握しており、重要な課題については経営会議にて対応策と共に報告しております。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2021年4月頃～継続実施中
· 監査は毎事業年度定期的に実施

	実施内容
	· グループ情報システムポリシーの整備と運用
「グループ情報システムポリシー」は、当社及び当社グループ会社で均等かつ包括的なポリシーのもとに情報システムを適正に取り扱い、セキュリティを確保することにより、会社の事業の継続性と情報資産だけでなく、顧客企業や応募者及び社員等ステークホルダーの情報を守ることを目的とするものです。本ポリシーに則り、当社及び当社グループのすべての役員・従業員を対象とした情報セキュリティに関する対策を策定して実行しております。

· 訓練、教育・研修等
標的型メール訓練等、従業員を対象としたセキュリティ・インシデント対応訓練を実施しております。訓練の結果にもとづき、情報セキュリティ研修を受講、理解度確認テストを実施しております。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

